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1. 研究の概要 
 学⼠課程では、育児休業を半年から 1 年ほど取得した男性に聞き取り調査を⾏い、⽇本
における男性の育児休業取得の阻害要因について研究した。これを踏まえ、男性の育児参加
の先進事例として北欧に着⽬し、修⼠課程ではノルウェーにおける男性の育児休業につい
て研究する。 
 ノルウェーは育児休業の⼀定期間を譲渡不可能な権利として⽗親に割り当てる「パパ・ク
オータ」を世界で初めて導⼊した。しかし、ノルウェー国内ではパパ・クオータの賛否が分
かれていることから、国家によるジェンダー平等の推進と個⼈の選択の⾃由とのバランス
に課題意識を抱いた。そこで、「パパ・クオータの政策に⾒られるジェンダー平等志向が個
⼈の⾃由をどれほど制約しているのか」というリサーチクエスチョンのもと、⽗親が周囲と
の関係性の中で育児休業の取得をどのように決定するのかを明らかにする。育児休業の取
得時期や⻑さは、⽗親⾃⾝の性別役割分業意識だけでなく、⽗親の周囲の⼈間関係や、職
場・家庭の状況といった多様で複雑な要因に影響される。そのため、現地でフィールドワー
クを⾏い、統計データだけでは拾いきれない実態について調査する。 
 
研究⼿法 

ノルウェーでフィールドワークを実施し、半構造化インタビューの結果を⾔説分析する。
インタビュー調査では、⽗親が職場や家庭において、周囲との関係性の中で育児休業の取得
時期や⻑さを交渉する過程を分析することで、統計データだけでは拾いきれない多様で複
雑な決定要因の相互作⽤を明らかにする。 

調査は未就学児の⽗親 1 ⼈に対し、職場（上司、同僚、部下）、家庭（妻、同居の家族）、
その他（実家の祖⽗⺟、親戚、近隣住⺠）を対象に実施する。調査対象の⽗親は複数抽出し、
調査対象群ごとに独⾃の⽂脈に沿って⾔説分析を⾏う。 
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育児休業に関する⽗親の選択は⽗親の意思だけでなく、常に労働⽣活や夫婦関係等にお
ける制限の中で決定されるため、⽗親の周囲の関係性に注⽬して育児休業の決定要因の相
互作⽤を明らかにする必要がある(Brandth & Kvande, 2012)。しかし、先⾏研究調査の結果、
ノルウェーにおいて、⽗親だけでなく配偶者や職場の⼈間関係等を⼤幅に巻き込んだ定性
調査は管⾒の限り存在しない。そのため、本研究では⽗親の周囲の関係性を⼤幅に巻き込ん
だ定性調査である点に新規性がある。 
 
研究意義 

北欧における男性の育児休業に関する先⾏研究は複数あり、職場の規範に注⽬した調査
等は存在するが、⽗親の周囲の⼈間関係に注⽬した調査研究や、ノルウェーにおける詳細な
定性調査はこれまで⾏われてこなかった。そのため、本調査研究はノルウェー研究の進展そ
のものにとって貢献が⼤きいと考えられる。 

また、ノルウェーのパパ・クオータが男性の育児休業取得にもたらす作⽤について研究す
ることで、今後他国で法的強制⼒のある男性育児休業制度の導⼊を検討する際にノルウェ
ーの事例から⽰唆を得られる可能性がある。例えば、⽇本の育児休業制度⾃体は世界的に⾒
ても充実しているにもかかわらず、男性の育児休業取得率は依然として⾮常に低い。そのた
め、法的強制⼒をもつパパ・クオータが男性の育児休業にどのように作⽤するかを検証する
ことは、⽇本にとっても社会的な意義がある。 
 
今年度の研究報告 
 今年度は主に、(1)先⾏研究調査、(2)フィールドワークの準備を⾏った。 
 
(1) 先⾏研究調査 

⽇本における北欧のジェンダー政策に関する先⾏研究をおさえた上で、北欧 5 カ国にお
ける労働政策や家族政策、ジェンダー問題などに関する先⾏研究を調査することにより、
「北欧モデル」と呼ばれる先進事例の概観を掴んだ。これらをもとにリサーチ・クエスチョ
ンを⽴て、ノルウェーにおける先⾏研究に焦点を絞って⽂献調査を進めた。 
 
(2) フィールドワークの準備 

研究倫理研修を受講し、SFC 研究倫理審査委員会でノルウェーでのフィールドワーク実
施を承認された。また、この時作成したインタビューガイド、研究説明書、同意書（研究対
象施設向け、参加者個⼈向け）も、同委員会で承認された。その上でインタビュー対象者と
コンタクトを取り、渡航後に円滑にインタビューを実施できるように打ち合わせをすると
ともに、関係構築に努めている。また、インタビュー対象者をさらに確保するために、ノル
ウェーの各保育園に連絡を取りながら、保護者へのアプローチも進めている。 
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今後の展望 
 今年度はノルウェーでフィールドワークをする予定だったが、新型コロナウイルスの感
染拡⼤により、ノルウェーへの⼊国が許可されなかった。来年度は⻑期フィールドワークを
実現したいと考えているため、今後は調査対象者との関係構築や調査⽇程の調整を進める
とともに、今年度の研究成果を踏まえてフィールドワークの内容を⾒直し、インタビュー調
査項⽬や参与観察の⼿順などを修正したい。また、今年度は⽂献調査が中⼼だったため、今
後は統計データやノルウェー議会の議事録、政府による公式レポートなどの分析も⾏いた
い。フィールドワーク後はインタビュー結果の逐語録をもとに、⾔説分析を⾏う予定であ
る。 
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